
社会福祉法人きそがわ福祉会定款  

 

第 １章  総 則  

 

（ 目的）  

第 １条  こ の社会福 祉法人（ 以下「法 人」とい う。）は 、多様な 福祉サー ビスがそ の

利 用者の意 向を尊重 して総合 的に提供 されるよ う創意工 夫するこ とにより 、利用者

が 、個人の 尊厳を保 持しつつ 、心身と もに健や かに育成 され、又 はその有 する能力

に 応じ自立 した日常 生活を地 域社会に おいて営 むことが できるよ う支援す ることを

目 的として 、次の社 会福祉事 業を行う 。  

  第二種 社会福祉 事業  

（ イ）  障 害福祉サ ービス事 業の経営  

（ ロ）  移 動支援事 業の経営  

（ ハ）  一 般相談支 援事業の 経営  

（ ニ）  特 定相談支 援事業の 経営  

（ ホ）  障 害児相談 支援事業 の経営  

（ ヘ）  障 害児通所 支援事業 の経営  

 

（ 名称）  

第 ２条  こ の法人は 、社会福 祉法人き そがわ福 祉会とい う。  

 

（ 経営の原 則）  

第 ３条  こ の法人は 、社会福 祉事業の 主たる担 い手とし てふさわ しい事業 を確実、 効

果 的かつ適 正に行う ため、自 主的にそ の経営基 盤の強化 を図ると ともに、 その提供

す る福祉サ ービスの 質の向上 並びに事 業経営の 透明性の 確保を図 り、もっ て地域福

祉 の推進に 努めるも のとする 。  

 

（ 事務所の 所在地）  

第 ４ 条  こ の 法 人 の 事 務 所 を 愛 知 県 一 宮 市 木 曽 川 町 内 割 田 一 の 通 り １ ２ 番 地 ３ に 置 く 。  

2 前項のほ か、従た る事務所 を愛知県 江南市松 竹町切野 ９４番地 に置く。  

 

第 ２章  評 議員  

 

（ 評議員の 定数）  

第 ５条  こ の法人に 評議員７ 名以上を 置く。  

 

（ 評議員の 選任及び 解任）  

第 ６条  こ の法人に 評議員選 任・解任 委員会を 置き、評 議員の選 任及び解 任は、評 議

員 選任・解 任委員会 において 行う。  

２  評議員 選任・解 任委員会 は、監事 １名、事 務局員１ 名、外部 委員１名 の合計３ 名

で 構成する 。  

３  選任候 補者の推 薦及び解 任の提案 は、理事 会が行う 。評議員 選任・解 任委員会 の

運 営につい ての細則 は、理事 会におい て定める 。  

４  選任候 補者の推 薦及び解 任の提案 を行う場 合には、 当該者が 評議員と して適任 及

び 不適任と 判断した 理由を委 員に説明 しなけれ ばならな い。  

５  評議員 選任・解 任委員会 の決議は 、委員の 過半数が 出席し、 その過半 数をもっ て

行 う。ただ し、外部 委員が出 席し、か つ、外部 委員が賛 成するこ とを要す る。  

 

（評 議員の 資格）  

第 ７条  社 会福祉法 第４０条 第４項及 び第５項 を遵守す るととも に、この 法人の評 議

員 のうちに は、評議 員のいず れか１人 及びその 親族その 他特殊の 関係があ る者（租

税 特別措置 法施行令 第２５条 の１７第 ６項第１ 号に規定 するもの をいう。 以下同

じ 。）の合 計数が、 評議員総 数（現在 数）の３ 分の１を 超えて含 まれるこ とになっ

て はならな い。  
 

（ 評議員の 任期）  

第 ８条  評 議員の任 期は、選 任後４年 以内に終 了する会 計年度の うち最終 のものに 関



す る定時評 議員会の 終結の時 までとし 、再任を 妨げない 。  

２  任期の 満了前に 退任した 評議員の 補欠とし て選任さ れた評議 員の任期 は、退任 し

た 評議員の 任期の満 了する時 までとす ることが できる。  

３  評議員 は、第５ 条に定め る定数に 足りなく なるとき は、任期 の満了又 は辞任に よ

り 退任した 後も、新 たに選任 された者 が就任す るまで、 なお評議 員として の権利義

務 を有する 。  

 

（ 評議員の 報酬等）  

第 ９条  評 議員の報 酬は、支 給しない こととす る。  

 

第 ３章  評 議員会  

（ 構成）  

第 １０条  評議員会 は、全て の評議員 をもって 構成する 。  

 

（ 権限）  

第 １１条  評議員会 は、次の 事項につ いて決議 する。  

（ １）理事 及び監事 の選任又 は解任  

（ ２）理事 及び監事 の報酬等 の額  

（ ３）理事 及び監事 並びに評 議員に対 する報酬 等の支給 の基準  

（ ４）事業 計画及び 収支予算  

（ ５）計算 書類（貸 借対照表 及び収支 計算書） 及び財産 目録の承 認  

（ ６）定款 の変更  

（ ７）残余 財産の処 分  

（ ８）基本 財産の処 分  

（ ９）臨機 の措置（ 予算外の 新たな義 務の負担 及び権利 の放棄）  

（ 10）解散  

（ 11）合併  

（ 12）社会 福祉充実 計画の承 認  

（ 13）公益 事業に関 する重要 な事項  

（ 14）その 他評議員 会で決議 するもの として法 令又はこ の定款で 定められ た事項  

 

（ 開催）  

第 １２条  評議員会 は、定時 評議員会 として毎 年度６月 に開催す るほか、 ３月及び 必

要 がある場 合に開催 する。  

 

（ 招集）  

第 １３条  評議員会 は、法令 に別段の 定めがあ る場合を 除き、理 事会の決 議に基づ き

理 事長が招 集する。  

２  評議員 は、理事 長に対し 、評議員 会の目的 である事 項及び招 集の理由 を示して 、

評 議員会の 招集を請 求するこ とができ る。  

 

（ 議長）  

第 １４条  評議員会 の議長は 、その都 度評議員 の互選と する。  

 

（ 決議）  

第 １５条  評議員会 の決議は 、決議に ついて特 別の利害 関係を有 する評議 員を除く 評

議 員の過半 数が出席 し、その 過半数を もって行 い、可否 同数のと きは議長 の決する

と ころによ る。  

２  前項の 規定にか かわらず 、次の決 議は、決 議につい て特別の 利害関係 を有する 評

議 員を除く 評議員の ３分の２ 以上に当 たる多数 をもって 行わなけ ればなら ない。  

（ １）監事 の解任  

（ ２）定款 の変更  

（ ３）その 他法令で 定められ た事項  

３  理事又 は監事を 選任する 議案を決 議するに 際しては 、各候補 者ごとに 第 1項の決 議

を 行わなけ ればなら ない。理 事又は監 事の候補 者の合計 数が第１ ７条に定 める定数

を 上回る場 合には、 過半数の 賛成を得 た候補者 の中から 得票数の 多い順に 定数の枠

に 達するま での者を 選任する こととす る。  

４  第１項 及び第２ 項の規定 にかかわ らず、評 議員（当 該事項に ついて議 決に加わ る



こ とができ るものに 限る。） の全員が 書面又は 電磁的記 録により 同意の意 思表示を

し たときは 、評議員 会の決議 があった ものとみ なす。  

 

（ 議事録）  

第 １６条  評議員会 の議事に ついては 、法令で 定めると ころによ り、議事 録を作成 す

る 。  

２  議長及 び会議に 出席した 評議員の うちから 選出され た議事録 署名人２ 名が、前 項

の 議事録に 記名押印 する。  

 

第 ４章  役 員及び職 員  

 

（ 役員の定 数）  

第 １７条  この法人 には、次 の役員を 置く。  

（ １）理事  ６名以 上  

（ ２）監事  ２名  

２  理事の うち１名 を理事長 とする。  

３  理事長 以外の理 事のうち 、１名を 常務理事 とし、常 務理事は 社会福祉 法第４５ 条

の １６第２ 項第２号 の業務執 行理事と する。  

 

（ 役員の選 任）  

第 １８条  理事及び 監事は、 評議員会 の決議に よって選 任する。  

２  理事長 及び常務 理事は、 理事会の 決議によ って理事 の中から 選定する 。  

 

（ 役員の資 格）  

第 １９条  社会福祉 法第４４ 条第６項 を遵守す るととも に、この 法人の理 事のうち に

は 、理事の いずれか １人及び その親族 その他特 殊の関係 がある者 の合計数 が、理事

総 数（現在 数）の３ 分の１を 超えて含 まれるこ とになっ てはなら ない。  

２  社会福 祉法第４ ４条第７ 項を遵守 するとと もに、こ の法人の 監事には 、この法 人

の 理事（そ の親族そ の他特殊 の関係が ある者を 含む。） 及び評議 員（その 親族その

他 特殊の関 係がある 者を含む 。）並び に、この 法人の職 員が含ま れてはな らない。

ま た、各監 事は、相 互に親族 その他特 殊の関係 がある者 であって はならな い。  
 

（ 理事の職 務及び権 限）  

第 ２０条  理事は、 理事会を 構成し、 法令及び この定款 で定める ところに より、職 務

を 執行する 。  

２  理事長 は、法令 及びこの 定款で定 めるとこ ろにより 、この法 人を代表 し、その 業

務 を執行し 、常務理 事は理事 会におい て別に定 めるとこ ろにより 、この法 人の業務

を 分担執行 する。  

３  理事長 及び常務 理事は、 毎会計年 度に４箇 月を超え る間隔で ２回以上 、自己の 職

務 の執行の 状況を理 事会に報 告しなけ ればなら ない。  

 

（ 監事の職 務及び権 限）  

第 ２１条  監事は、 理事の職 務の執行 を監査し 、法令で 定めると ころによ り、監査 報

告 を作成す る。  

２  監事は 、いつで も、理事 及び職員 に対して 事業の報 告を求め 、この法 人の業務 及

び 財産の状 況の調査 をするこ とができ る。  

 

（ 役員の任 期）  

第 ２２条  理事又は 監事の任 期は、選 任後２年 以内に終 了する会 計年度の うち最終 の

も のに関す る定時評 議員会の 終結の時 までとし 、再任を 妨げない 。  

２  補欠と して選任 された理 事又は監 事の任期 は、前任 者の任期 の満了す る時まで と

す ることが できる。  

３  理事又 は監事は 、第１７ 条に定め る定数に 足りなく なるとき は、任期 の満了又 は

辞 任により 退任した 後も、新 たに選任 された者 が就任す るまで、 なお理事 又は監事

と しての権 利義務を 有する。  

 

（ 役員の解 任）  

第 ２３条  理事又は 監事が、 次のいず れかに該 当すると きは、評 議員会の 決議によ っ



て 解任する ことがで きる。  

（ １）職務 上の義務 に違反し 、又は職 務を怠っ たとき。  

（ ２）心身 の故障の ため、職 務の執行 に支障が あり、又 はこれに 堪えない とき。  

 

（ 役員の報 酬等）  

第 ２４条  理事及び 監事に対 して、評 議員会に おいて別 に定める 総額の範 囲内で、 評

議 員会おい て別に定 める報酬 等の支給 の基準に 従って算 定した額 を報酬等 として支

給 すること ができる 。  

 

（ 職員）  

第 ２５条  この法人 に、職員 を置く。  

２  この法 人の設置 経営する 施設の長 他の重要 な職員（ 以下「施 設長等」 という。 ）

は 、理事会 において 、選任及 び解任す る。  

３  施設長 等以外の 職員は、 理事長が 任免する 。  

 

（ 責任の免 除）  

第 ２６条  理事又は 監事が任 務を怠っ たことに よって生 じた損害 について 社会福祉 法

人 に対し賠 償する責 任は、職 務を行う につき善 意でかつ 重大な過 失がなく 、その原

因 や職務執 行状況な どの事情 を勘案し て特に必 要と認め る場合に は、社会 福祉法第

４ ５条の２ ２の２に おいて準 用する一 般社団法 人及び一 般財団法 人に関す る法律第

１ １３条第 １項の規 定により 免除する ことがで きる額を 限度とし て理事会 の決議に

よ って免除 すること ができる 。  

 

（ 責任限定 契約）  

第 ２７条  理事（理 事長、常 務理事、 業務を執 行したそ の他の理 事又は当 該社会福 祉

法 人の職員 でないも のに限る 。）又は 監事（以 下この条 において 「非業務 執行理事

等 」という 。）が任 務を怠っ たことに よって生 じた損害 について 社会福祉 法人に対

し 賠償する 責任は、 当該非業 務執行理 事等が職 務を行う につき善 意でかつ 重大な過

失 がないと きは、責 任限定契 約書にお いてあら かじめ定 めた額と 社会福祉 法第４５

条 の２２の ２におい て準用す る一般社 団法人及 び一般財 団法人に 関する法 律第１１

３ 条第１項 第２号で 定める額 とのいず れか高い 額を限度 とする旨 の契約を 非業務執

行 理事等と 締結する ことがで きる。  

 

第 ５章  運 営協議会  

 

（ 運営協議 会の設置 ）  

第 ２８条  この法人 に、運営 協議会を 置く。  

 

（ 運営協議 会の委員 の定数）  

第 ２９条  運営協議 会の委員 は概ね１ ７名とす る。  

 

（ 運営協議 会の委員 の選任）  

第 ３０条  運営協議 会の委員 は、各号 に掲げる 者から理 事長が選 任する。  

（ １）地域 の代表者  

（ ２）利用 者又は利 用者の家 族の代表 者  

（ ３）その 他理事長 が適当と 認める者  

 

（ 運営協議 会の委員 の定数の 変更）  

第 ３１条  法人が前 々条に定 める定数 を変更し ようとす るときは 、運営協 議会の意 見

を 聴かなけ ればなら ない。  

 

（ 意見の聴 取）  

第 ３２条  理事長は 、必要に 応じて、 運営協議 会から、 地域や利 用者の意 見を聴取 す

る ものとす る。  

 

（ その他）  

第 ３３条  運営協議 会につい ては、こ の定款に 定めのあ るものの ほか、別 に定める と

こ ろによる ものとす る。  



 

第 ６章  理 事会  

 

（ 構成）  

第 ３４条  理事会は 、全ての 理事をも って構成 する。  

 

（ 権限）  

第 ３５条  理事会は 、次の職 務を行う 。ただし 、日常の 業務とし て理事会 が定める も

の について は理事長 が専決し 、これを 理事会に 報告する 。  

（ １）この 法人の業 務執行の 決定  

（ ２）理事 の職務の 執行の監 督  

（ ３）理事 長及び常 務理事の 選定及び 解職  

 

（ 招集）  

第 ３６条  理事会は 、理事長 が招集す る。  

２  理事長 が欠けた とき又は 理事長に 事故があ るときは 、常務理 事が理事 会を招集 す

る 。  

 

（ 議長）  

第 ３７条  理事会の 議長は、 その都度 理事の互 選とする 。  

 

（ 決議）  

第 ３８条  理事会の 決議は、 決議につ いて特別 の利害関 係を有す る理事を 除く理事 の

過 半数が出 席し、そ の過半数 をもって 行い、可 否同数の ときは議 長の決す るところ

に よる。  

２  前項の 規定にか かわらず 、理事（ 当該事項 について 議決に加 わること ができる も

の に限る。 ）の全員 が書面又 は電磁的 記録によ り同意の 意思表示 をしたと き（監事

が 当該提案 について 異議を述 べたとき を除く。 ）は、理 事会の決 議があっ たものと

み なす。  

 

（ 議事録）  

第 ３ ９ 条  理 事 会 の 議 事 に つ い て は 、 法 令 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 議 事 録 を 作 成 す る 。  

２  出席し た理事長 及び監事 は、前項 の議事録 に記名押 印する。  

 

第 ７章  資 産及び会 計  

 

（ 資産の区 分）  

第 ４０条  この法人 の資産は 、これを 分けて基 本財産、 その他財 産及び公 益事業用 財

産 の３種と する。   

２  基本財 産は，次 の各号に 掲げる財 産をもっ て構成す る。  

（１）現金 ２，０００，０００円 

（２）愛知県一宮市木曽川町外割田字西郷西144番所在のきそがわ作業所敷地１筆(500.03平方メートル) 

（３）愛知県一宮市木曽川町外割田字西郷西151番所在のきそがわ作業所敷地１筆(200.10平方メートル) 

（４）愛知県一宮市木曽川町外割田字西郷西152番2所在のきそがわ作業所敷地１筆(139平方メートル) 

（５）愛知県一宮市木曽川町外割田字西郷西152番1所在のきそがわ作業所敷地1筆(417平方メートル) 

（６）愛知県一宮市木曽川町外割田字西郷西153番所在の相談支援センター夢うさぎ敷地1筆(240平方メート

ル) 

（７）愛知県一宮市北方町北方字東本郷下155番所在の北方ホーム第二北方ホーム敷地1筆(268.07平方メー

トル) 

（８）愛知県一宮市北方町北方字東本郷下155番1所在の北方ホーム第三北方ホーム敷地1筆(231.29平方メー

トル) 

（９）愛知県一宮市北方町北方字東本郷下157番所在の北方ホーム第五北方ホーム敷地1筆(370平方メートル 

) 

（10）愛知県一宮市木曽川町内割田一の通り12番1所在の黒田ドリーム作業所敷地1筆(544.58平方メートル) 

（11）愛知県一宮市木曽川町内割田一の通り12番3所在のわかばドリーム作業所敷地1筆(499.11平方メート

ル)  

（12）愛知県一宮市木曽川町内割田一の通り12番7所在のわかばドリーム作業所敷地1筆(121.33平方メート

ル) 



 

（13）愛 知県 一宮市北 方町中島 字往還南 2番 25所在 の北方あ すなろ作 業所敷地 1筆  

（ 610.92平 方メート ル ) 

（14）愛 知県 一宮市北 方町中島 字往還南 2番 24所在 のなごや かホーム 敷地 1筆 (577.37平

方 メートル ) 

（15）愛 知県 一宮市北 方町中島 字往還南 2番 5所在 の多機能 センター ぽぷり敷 地 1筆

(2007.28平 方メート ル ) 

（16）愛 知県 江南市島 宮町水堀 58番所在 のケアホ ームたけ のこ敷地 1筆 (334.00平 方メー

ト ル ) 

（17）愛 知県 江南市松 竹町切野 94番所在 のたけの こ作業所 敷地 1筆 (687.00平方 メートル

) 

（18）愛 知県 江南市島 宮町水堀 83番 2所在 のたけの こ作業所 敷地 1筆 (404.05平方 メート

ル ) 

（19）愛 知県 江南市松 竹町西瀬 古 236番所 在のグル ープホー ムたけの こⅡ敷地 1筆  

（ 1100.00平 方メート ル ) 

（20）愛知県一宮市木曽川町外割田字西郷西144番地・151番地・152番地1、152番地2、153番地所在の鉄筋

コンクリート造陸屋根3階建きそがわ作業所作業場．事務所1棟(589.84平方メートル) 

（21）愛知県一宮市木曽川町外割田字西郷西144番地・151番地・152番地1、152番地2、153番地所在の鉄骨

造亜鉛メッキ鋼板葺平家建きそがわ作業所作業場1棟(133.40平方メートル) 

（22）愛知県一宮市木曽川町外割田字西郷西144番地・151番地・152番地1、152番地2、153番地所在の鉄骨

造亜鉛メッキ鋼板葺平家建きそがわ作業所作業場1棟(84.86平方メートル) 

（23）愛知県一宮市木曽川町外割田字西郷西144番地・151番地・152番地1、152番地2、153番地所在の鉄骨

造合金メッキ鋼板ぶき平家建きそがわ作業所作業所1棟(112.15平方メートル) 

（24）愛知県一宮市木曽川町外割田字西郷西144番地・151番地・152番地1、152番地2、153番地所在の木造

合金メッキ鋼板ぶき平家建相談支援センター夢うさぎ事務所1棟(65.90平方メートル) 

（25）愛知県一宮市木曽川町玉ノ井字大縄場三ノ切23番地1、21番地1、22番地1、58番地、59番地、65番地、

66番地1所在の鉄骨造アルミニューム亜鉛メッキ鋼板葺平家建玉の井ホーム寄宿舎1棟(397.81平方

メートル) 

（26）愛知県一宮市木曽川町玉ノ井字大縄場三ノ切22番地1、21番地1、23番地1所在の鉄骨造アルミニュー

ム亜鉛メッキ鋼板葺平家建玉の井ホーム寄宿舎1棟(131.34平方メートル) 

（27）愛知県一宮市木曽川町玉ノ井字大縄場三ノ切59番地、58番地、65番地、66番地1所在の鉄筋コンクリ

ート造合金メッキ鋼板ぶき2階建第二きそがわ作業所作業所1棟(716.54平方メートル) 

（28）愛知県一宮市北方町北方字東本郷下155番地・155番地1所在の木造かわらぶき平家建北方ホーム第二

北方ホーム寄宿舎1棟(128.44平方メートル) 

（29）愛知県一宮市北方町北方字東本郷下155番地・155番地1所在の木造かわらぶき2階建北方ホーム第三北

方ホーム寄宿舎1棟(225.83平方メートル) 

（30）愛知県一宮市木曽川町内割田一の通り12番地1所在の鉄骨造合金メッキ鋼板ぶき平家建黒田ドリーム

作業所作業所1棟(231.75平方メートル) 

（31）愛知県一宮市木曽川町内割田一の通り11番地1所在の鉄骨造合金メッキ鋼板ぶき平家建ふたばドリー

ム作業所作業所1棟(272.00平方メートル) 

（32）愛知県一宮市木曽川町玉ノ井字大縄場三の切65番地、66番地1所在の鉄骨造合金メッキ鋼板ぶき2階建

玉の井ホーム寄宿舎1棟(182.14平方メートル) 

（33）愛知県一宮市北方町北方字東本郷下157番地所在の木造かわらぶき平家建北方ホーム第五北方ホーム

寄宿舎1棟(167.27平方メートル) 

（34）愛知県一宮市木曽川町内割田一の通り12番地3、12番地7所在の鉄骨造合金メッキ鋼板ぶき2階建わか

ばドリーム作業所作業所1棟(588.85平方メートル) 

（35）愛知県一宮市北方町北方字勅使184番地、182番地、183番地所在の木造かわらぶき2階建勅使ホーム寄

宿舎1棟（182.67平方メートル） 

（36）愛 知県 一宮市北 方町中島 字往還南 2番地 25所 在の鉄骨 造合金メ ッキ鋼板 ぶき平屋

建 北方あす なろ作業 所作業所 1棟 (231.00平 方メー トル ) 

（37）愛 知県 一宮市北 方町中島 字往還南 2番地 24所 在の木造 かわらぶ き 2階建な ごやかホ

ー ム寄宿舎 1棟 (218.16平 方メー トル ) 

（38）愛 知県 一宮市北 方町中島 字往還南 2番地 5所 在の鉄骨 造合金メ ッキ鋼板 ぶき 2階建

多 機能セン ターぽぷ り障害者 福祉施設 1棟 (1086.45平方メ ートル ) 

（39）愛 知県 一宮市北 方町北方 字勅使 189番 地 1､182番 地 ､183番 地 ､189番 地 2所在の 木造

か わらぶき 2階建わだ ちホーム ･しずくホ ーム寄宿 舎 1棟 (266.26平方メ ートル ) 

（40）愛 知県 江南市島 宮町水堀 58番地所 在の木造 かわらぶ き平屋建 ケアホー ムたけの こ

生 活介護施 設 1棟 (199.17平方メ ートル ) 



（41）愛 知県 江南市松 竹町切野 94番地所 在の鉄骨 造合金メ ッキ鋼板 ぶき平屋 建たけの こ

作 業所デイ サービス センター 1棟 (326.76平 方メー トル ) 

（42）愛 知県 江南市島 宮町水堀 83番地 2所 在の軽量 鉄骨造亜 鉛メッキ 鋼板ぶき 平屋建た

け のこ作業 所作業所 1棟 (28.44平 方メー トル ) 

（43）愛 知県 江南市島 宮町水堀 83番地 2所 在の軽量 鉄骨造亜 鉛メッキ 鋼板ぶき 平屋建た

け のこ作業 所物置 1棟 (15.60平 方メート ル ) 

（44）愛 知県 江南市松 竹町西瀬 古 236番地 所在の木 造かわら ぶき平屋 建グルー プホーム

た けのこⅡ グループ ホーム 1棟 (228.00平 方メート ル ) 

３  その他 の財産は 、基本財 産及び公 益事業用 財産以外 の財産と する。  

４  公益事 業用財産 は第４９ 条に掲げ る公益を 目的とす る事業の 用に供す る財産と す

る 。  

５  基本財 産に指定 されて寄 附された 金品は、 速やかに 第２項に 掲げるた め、必要 な

手 続をとら なければ ならない 。  

 

（ 基本財産 の処分）  

第 ４１条  基本財産 を処分し 、又は担 保に供し ようとす るときは 、理事総 数（現在

数 ）の３分 の２以上 の同意及 び評議員 会の承認 を得て、 一宮市長 の承認を 得なけれ

ば な ら な い 。 た だ し 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 場 合 に は 、 一 宮 市 長 の 承 認 は 必 要 と し な い 。  

（ １）独立 行政法人 福祉医療 機構に対 して基本 財産を担 保に供す る場合  

（ ２）独立 行政法人 福祉医療 機構と協 調融資（ 独立行政 法人福祉 医療機構 の福祉貸 付

が 行う施設 整備のた めの資金 に対する 融資と併 せて行う 同一の財 産を担保 とする当

該 施設整備 のための 資金に対 する融資 をいう。 以下同じ 。）に関 する契約 を結んだ

民 間金融機 関に対し て基本財 産を担保 に供する 場合（協 調融資に 係る担保 に限

る 。）  

 

（ 資産の管 理）  

第 ４２条  この法人 の資産は 、理事会 の定める 方法によ り、理事 長が管理 する。  

２  資産の うち現金 は、確実 な金融機 関に預け 入れ、確 実な信託 会社に信 託し、又 は

確 実な有価 証券に換 えて、保 管する。  

 

（ 事業計画 及び収支 予算）  

第 ４３条  この法人 の事業計 画書及び 収支予算 書につい ては、毎 会計年度 開始の日 の

前 日までに 、理事長 が作成し 、理事総 数（現在 数）の３ 分の２以 上の同意 及び評議

員 会の承認 を受けな ければな らない。 これを変 更する場 合も、同 様とする 。  

２  前項の 書類につ いては、 主たる事 務所に、 当該会計 年度が終 了するま での間備 え

置 き、一般 の閲覧に 供するも のとする 。  

 

（ 事業報告 及び決算 ）  

第 ４４条  この法人 の事業報 告及び決 算につい ては、毎 会計年度 終了後、 理事長が 次

の 書 類 を 作 成 し 、 監 事 の 監 査 を 受 け た 上 で 、 理 事 会 の 承 認 を 受 け な け れ ば な ら な い 。  

（ １）事業 報告  

（ ２）事業 報告の附 属明細書  

（ ３）貸借 対照表  

（ ４）収支 計算書（ 資金収支 計算書及 び事業活 動計算書 ）  

（ ５）貸借 対照表及 び収支計 算書（資 金収支計 算書及び 事業活動 計算書） の附属明 細

書  

（ ６）財産 目録  

２  前項の 承認を受 けた書類 のうち、 第１号、 第３号、 第４号及 び第６号 の書類に つ

い ては、定 時評議員 会に提出 し、第１ 号の書類 について はその内 容を報告 し、その

他 の書類に ついては 、承認を 受けなけ ればなら ない。  

３  第１項 の書類の ほか、次 の書類を 主たる事 務所に 5年 間備え置 き、一般 の閲覧に 供

す るととも に、定款 を主たる 事務所に 備え置き 、一般の 閲覧に供 するもの とする。  

（ １）監査 報告  

（ ２）理事 及び監事 並びに評 議員の名 簿  

（ ３）理事 及び監事 並びに評 議員の報 酬等の支 給の基準 を記載し た書類  

（ ４）事業 の概要等 を記載し た書類  

 

（ 会計年度 ）  



第 ４５条  この法人 の会計年 度は、毎 年４月１ 日に始ま り、翌年 ３月３１ 日をもっ て

終 わる。  

 

（ 会計処理 の基準）  

第 ４ ６ 条  こ の 法 人 の 会 計 に 関 し て は 、 法 令 等 及 び こ の 定 款 に 定 め の あ る も の の ほ か 、

理 事会にお いて定め る経理規 程により 処理する 。  

 

（ 臨機の措 置）  

第 ４７条  予算をも って定め るものの ほか、新 たに義務 の負担を し、又は 権利の放 棄

を しようと するとき は、理事 総数（現 在数）の ３分の２ 以上の同 意及び評 議員会の

承 認を受け なければ ならない 。  

 

（ 保有する 株式に係 る議決権 の行使）  

第 ４８条  この法人 は、保有 する株式 （出資） に係る議 決権を行 使しては ならない 。  

 

第 ８章  公 益を目的 とする事 業  

 

（ 種別）  

第 ４９条  この法人 は社会福 祉法第２ ６条の規 定により 、利用者 が、個人 の尊厳を 保

持 しつつ、 自立した 生活を地 域社会に おいて営 むことが できるよ う支援す ることな

ど を目的と して、次 の事業を 行う。  

（ １）  日 中一時支 援事業  

（ ２）  福 祉有償運 送事業  

２  前項の 事業の運 営に関す る重要な 事項につ いては、 理事総数 （現在数 ）の３分 の

２ 以上及び 評議員会 の承認を 得なけれ ばならな い。  

 

第 ９章  解 散  

 

（ 解散）  

第 ５０条  この法人 は、社会 福祉法第 ４６条第 １項第１ 号及び第 ３号から 第６号ま で

の 解散事由 により解 散する。  

 

（ 残余財産 の帰属）  

第 ５１条  解散（合 併又は破 産による 解散を除 く。）し た場合に おける残 余財産は 、

評 議員会の 決議を得 て、社会 福祉法人 並びに社 会福祉事 業を行う 学校法人 及び公益

財 団法人の うちから 選出され たものに 帰属する 。  

第 １０章  合併  

 

（ 合併）  

第 ５２条  この法人 は、合併 しようと するとき は、理事 総数（現 在数）の ３分の２ 以

上 の同意及 び評議員 会の承認 を得て、 所轄庁の 認可を受 けなけれ ばならな い。  

 

第 １１章  定款の変 更  

 

（ 定款の変 更）  

第 ５３条  この定款 を変更し ようとす るときは 、評議員 会の決議 を得て、 所轄庁の 認

可 （社会福 祉法第４ ５条の３ ６第２項 に規定す る厚生労 働省令で 定める事 項に係る

も のを除く 。）を受 けなけれ ばならな い。  

２  前項の 厚生労働 省令で定 める事項 に係る定 款の変更 をしたと きは、遅 滞なくそ の

旨 を所轄庁 に届け出 なければ ならない 。  

 

第 １２章  公告の方 法その他  

 

（ 公告の方 法）  

第 ５４条  この法人 の公告は 、社会福 祉法人き そがわ福 祉会の掲 示場に掲 示すると と

も に、官報 、新聞又 は電子公 告に掲載 して行う 。  

 

（ 施行細則 ）  



第 ５５条  この定款 の施行に ついての 細則は、 理事会に おいて定 める。  

 

  附則  

 この法人 の設立当 初の役員 は、次の とおりと する。た だし、こ の法人の 成立後遅 滞

な く、この 定款に基 づき、役 員の選任 を行うも のとする 。  

  理事長    青 山直樹  

  理  事    大 橋  清  

   〃     峰 島  厚  

   〃     袴 田正己  

   〃     奥 村明美  

   〃     大 池周広  

  監  事    宮 川昭一  

   〃     稲 塚博子  

 

 2 この定 款は、２ ０１７年 ４月１日 から施行 する。  

 3 この定 款は、２ ０１８年 ２月６日 から施行 する。  

 4 この定 款は、２ ０１８年 １０月２ ３日から 施行する 。  

 5 この定 款は、２ ０２０年 １０月２ ２日から 施行する 。  

 6 この定 款は、２ ０２２年 ８月３１ 日から施 行する。  

 7 この定 款は、２ ０２３年 7月１日か ら施行す る。  


